
■人口減少と高齢化の進行（国勢調査7年→17年)
・人口816千人→796千人(▲20千人)
・高ೡ化厾 20.6％→25.9％(＋5.3％)

(H22.1住基人口 高ೡ化厾28.1％うち町村部36.3％)
・厦叉の匬厮 2,418 → 2,360 (▲58)

(50匒ఝ掫の厦叉1,365(58％)

■家庭機能や地域の支え合いの力の弱体化
・支え合いのৡのൠऽりを厤じる55.8%

(Ｈ21県ড়匒厱৹匀)

■地域福祉計画等の推進
・高知県地域福祉支援計画に基づく活動の推進
・市町村の地域アクションプランの策定と実践活動の支援
・支え合い活動などに対する県ড়の勴運づくり

■あったかふれあいセンターの整備促進
・あったかふれあいセンターの機能の充実強化と運営体制づくり

■ড়生৩・ుญ৩活のౄৰ
・ড়ে卑৩・ుญ卑৩が活動しやすい挳挌づくり

■県民誰もが安全で安心して暮ら
せる支え合いの仕組みの構築

■福祉サービスを必要とする人
が、身近な地域で支援を受けら
れるしくみをつくる

■地域活動が活発になり、人的
ネットワークが広がる

■あったかふれあいセンター等
の地域福祉の拠点による支え合

みんなで
協力しよう！

■地域福祉活動の参加意識が高い
・住ড়厨のつながりを強ीたり、支えたりする活動षの

参加意欲が高い36.8%
(Ｈ20県ড়匒厱৹匀)

■地域活動の基盤となる地域福祉計画策定の遅れ
・市町村地域福祉計画 6市町村(策定厾約16%）
・市町村社協地域福祉活動計画 7社協(〃 約21％)
・県地域福祉支援計画 策定中(策定済37都道府県)

■県内の自殺死亡率は全国的にも高い水準
・ 10万人あたり30.5人 全国5位…人口動態統計Ｈ21

■生活保護受給者の増加
・৳厽厾14.9‰(H9ফ২)全国３位

→25.7‰(H22.7)全国３位

■福祉研修センターの設置
・ニーズに対応できる福祉の専門職や地域福祉の担い手を育成

■自殺・うつ病対策の推進
・高知いのちの電話など身近な相談窓口の充実・強化
・うつ挶の拱勡発ৄ・拱勡匮探につなげる体制の構築

■ひきこもりの自য়支援対策の推進
・ひきこもりの状況に応じた支援体制の構築

■セーইॸॕネット厇策の匏৷യ進
・地域生活定着支援センターによる福祉支援

の地域福祉の拠点による支え合
いの活動が匛勸的にষॎれる

■悩み、困りごとなどの相談をいつ
でも受けられる体制を整える
H17→H28 ▲20％

■ひきこもり状態の人の居場所
づくりや相談体制を整える

■福祉サービスにつなげ、再び
ಬをಬし再২ো所することを
防ぐ

これからも住み慣れた地域
で暮らし続けるために自分
たちに何ができるかなあ

ああ、よかった。みん
なが必要なサービスを

受けられるね！

なんでも
相談してね

55



【予算額】Ｈ２２当初 13,658千円 → Ｈ２３当初案 21,156千円

H21年度年度年度年度 H22年度年度年度年度 H23年度年度年度年度

H24

年度年度年度年度
～～～～

課課課課 題題題題

計画策定等のスケジュール計画策定等のスケジュール計画策定等のスケジュール計画策定等のスケジュール

●人口減少人口減少人口減少人口減少、、、、高齢化高齢化高齢化高齢化がががが、、、、さらにさらにさらにさらに進進進進むなかでむなかでむなかでむなかで、、、、
誰誰誰誰もがもがもがもが住住住住みみみみ慣慣慣慣れたれたれたれた地域地域地域地域でででで、、、、いつまでもいつまでもいつまでもいつまでも安心安心安心安心しししし
ていきいきとていきいきとていきいきとていきいきと暮暮暮暮らしていくためにはらしていくためにはらしていくためにはらしていくためには、、、、官民協官民協官民協官民協
働働働働によるによるによるによる新新新新たなたなたなたな「「「「支支支支ええええ合合合合いのいのいのいの仕組仕組仕組仕組みみみみ」」」」をををを再構再構再構再構
築築築築しししし、、、、地域福祉活動地域福祉活動地域福祉活動地域福祉活動をををを推進推進推進推進していくことがしていくことがしていくことがしていくことが必必必必
要要要要。。。。

〇必要な福祉サービスが行き届いて
いない中山間地域等への対応

〇中山間地域での暮らしの確保や
集落機能の維持

〇相互扶助活動の推進

〇児童虐待や自殺対策など社会的
な課題への対応 ●●●●県県県県、、、、市町村市町村市町村市町村、、、、市町村社協市町村社協市町村社協市町村社協がががが一体一体一体一体となったとなったとなったとなった計画策定計画策定計画策定計画策定

とととと着実着実着実着実なななな実践実践実践実践によるによるによるによる地域福祉活動地域福祉活動地域福祉活動地域福祉活動のののの推進推進推進推進がががが必要必要必要必要

地域福祉計画等の推進
عৗञऩ੍इ়ःपेॊ地域तऎॉع

মの೨শํतऎॉ 地域福祉政策課

●●●●人口減少人口減少人口減少人口減少とととと少子高齢化少子高齢化少子高齢化少子高齢化のののの進展進展進展進展（国勢調査H７年→H17年）
・人口減少 816千人 → 796千人 （▲20千人）
・高齢化率 20.6％ → 25.9％ （＋5.3％）
・出生率（人口千人当たり） 7.5人 全国43位

●●●●中山間地域中山間地域中山間地域中山間地域のののの過疎化過疎化過疎化過疎化、、、、高齢化高齢化高齢化高齢化のののの進行進行進行進行
・人口減少（S35年→H17年）

県全体 855千人 → 796千人 （減少率約７％）
中山間地域 513千人 → 317千人 （減少率約40％）

・高齢化率（H22.1住基人口）
県全体 28.1％ うち町村部 36.3％

・集落の減少と小規模集落の増加（H7年→H17年）
集落数 2,418集落 →  2,360集落 （▲58集落）

9世帯以下の集落 168集落 →     191集落 （＋23集落）

●●●●家庭機能家庭機能家庭機能家庭機能やややや地域地域地域地域のののの支支支支ええええ合合合合いのいのいのいの力力力力のののの弱体化弱体化弱体化弱体化
・支え合いの力の弱まりを感じる 55.8％（H21年 県民世論調査）

●●●●児童虐待児童虐待児童虐待児童虐待やややや自殺者自殺者自殺者自殺者のののの状況状況状況状況
・児童虐待と認定され対応した件数

現現現現 状状状状

H21 H22 H23

市町村市町村市町村市町村
地域福祉計画地域福祉計画地域福祉計画地域福祉計画

市町村地域福市町村地域福市町村地域福市町村地域福
祉活動計画祉活動計画祉活動計画祉活動計画

計画の策定・実践支援計画の策定・実践支援計画の策定・実践支援計画の策定・実践支援

計
画
策
定

計
画
策
定

計
画
策
定

計
画
策
定

※市町村地域福祉計画及び市町村地域福祉活動計画の計画策定スケジュールは、策定例を記載しています。

計
画
実
行

地
域
の
福
祉
課
題
や
福
祉

サ
ー
ビ
ス
の
現
状
等
の
把

握
や
分
析
等

地域福祉計画・策定委員会
＜複数回＞

地区別の
住民座談会

計画実行

計画策定
状況報告会

計画実践
に向けた
研修会

計計計計
画画画画
策策策策
定定定定

市町村地域福祉計画
担当者研修会
（６月、１０月）

２計画を
一体的に
策定

県地域県地域県地域県地域
福祉支福祉支福祉支福祉支
援計画援計画援計画援計画

社会福祉審議会（２回）

市町村地域福祉
計画策定要請

市町村
地域福祉計画
策定支援

計画策定作業

地域福祉計画・作業部会
＜複数回＞

地区別の
住民座談会

計
画
策
定

体
制
の
整
備

県県県県

市町村市町村市町村市町村

社会福祉
審議会
（１回）

専門分科会（４回）

ブロック別意見交換会（６会場）

市町村説明会（６会場）

パブリックコメント

年々増加し、H20年には過去最高（184件）となり高止まり傾向
・自殺者数の推移 H10年以降、毎年200人を超える深刻な状況

●●●●地域活動地域活動地域活動地域活動のののの基盤基盤基盤基盤となるとなるとなるとなる地域福祉計画策定地域福祉計画策定地域福祉計画策定地域福祉計画策定のののの遅遅遅遅れれれれ

県県県県：：：： ・・・・「「「「地域福祉支援計画地域福祉支援計画地域福祉支援計画地域福祉支援計画」」」」 H22年度策定予定

市町村市町村市町村市町村：：：： ・・・・「「「「地域福祉計画地域福祉計画地域福祉計画地域福祉計画」」」」 6市町策定（策定率約18％）

（計画見直し H22年度 1市 ・ H23年度 1市）
・ 計画策定予定 H23年度 22市町村・H24年度以降 6市町

市町村社協：市町村社協：市町村社協：市町村社協：・・・・「「「「地域福祉活動計画地域福祉活動計画地域福祉活動計画地域福祉活動計画」」」」 7社協策定 （策定率約21％）

（須崎市社協、土佐清水市社協、本山町社協、土佐町社協、佐川町社協、日高村社協、しまんと町社協）

市町村社協：市町村社協：市町村社協：市町村社協：・・・・「「「「地域福祉活動計画地域福祉活動計画地域福祉活動計画地域福祉活動計画」」」」 7社協策定 （策定率約21％）

（須崎市社協、土佐清水市社協、本山町社協、土佐町社協、佐川町社協、日高村社協、しまんと町社協）

市町村社協市町村社協市町村社協市町村社協

地域福祉計画策定済み ６市町
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【【【【計画計画計画計画のののの目的目的目的目的】】】】
「高知型福祉」の実現のために、市町村が住民の皆さんや社会福祉協議会、
民生委員・児童委員、ＮＰＯ、社会福祉団体などとともに、市町村の地域特性
や独自性を尊重し、地域の実情を踏まえて、福祉ニーズや生活課題等に対応し
た地域福祉を進める取組を支援する。

【【【【地域福祉地域福祉地域福祉地域福祉のののの方向性方向性方向性方向性】】】】
〇〇〇〇安全安全安全安全・・・・安心安心安心安心のののの地域地域地域地域づくりのづくりのづくりのづくりの推進推進推進推進
〇〇〇〇安全安全安全安全・・・・安心安心安心安心のののの基盤基盤基盤基盤づくりのづくりのづくりのづくりの推進推進推進推進

【【【【計画計画計画計画のののの期間期間期間期間】】】】
平成２３年度～平成２７年度（５年間）

【【【【計画計画計画計画のののの目標目標目標目標】】】】
官民協働による県民誰もが安全で安心して暮らせる支え合いの仕組みづくり

計画計画計画計画のののの基本的事項基本的事項基本的事項基本的事項

高知県地域福祉支援計画高知県地域福祉支援計画高知県地域福祉支援計画高知県地域福祉支援計画のののの概要概要概要概要

主主主主なななな計画計画計画計画のののの内容内容内容内容

●●●●新新新新たなたなたなたな支支支支ええええ合合合合いによるいによるいによるいによる地域地域地域地域づくりのづくりのづくりのづくりの推進推進推進推進
・あったかふれあいセンター・あったかふれあいセンター・あったかふれあいセンター・あったかふれあいセンター等等等等（（（（地域福祉地域福祉地域福祉地域福祉のののの拠点拠点拠点拠点））））のののの整備整備整備整備とととと官民協働官民協働官民協働官民協働

のののの運営体制運営体制運営体制運営体制づくりづくりづくりづくり
・・・・地域福祉地域福祉地域福祉地域福祉のののの拠点拠点拠点拠点におけるにおけるにおけるにおける支支支支ええええ合合合合いのいのいのいの仕組仕組仕組仕組みづくりとみづくりとみづくりとみづくりと実践活動実践活動実践活動実践活動

●●●●安全安全安全安全でででで安心安心安心安心してしてしてして暮暮暮暮らせるらせるらせるらせる地域地域地域地域づくりのづくりのづくりのづくりの推進推進推進推進
・・・・地域包括支援地域包括支援地域包括支援地域包括支援ネットワークシステムのネットワークシステムのネットワークシステムのネットワークシステムの構築構築構築構築

地域で支援を必要とする高齢者や障害者、児童や悩みを抱えた人などを早期に発見し、市町村
や専門機関につなぎ、早期に的確な支援を行う仕組みづくり

・・・・中山間地域中山間地域中山間地域中山間地域のののの集落機能集落機能集落機能集落機能のののの維持維持維持維持とととと支支支支ええええ合合合合いいいい活動活動活動活動
など

安全安全安全安全・・・・安心安心安心安心のののの地域地域地域地域づくりのづくりのづくりのづくりの推進推進推進推進～コミュニティの再生・強化～

●●●●地域福祉地域福祉地域福祉地域福祉をををを支支支支えるえるえるえる担担担担いいいい手手手手のののの育成育成育成育成
・・・・福祉専門職福祉専門職福祉専門職福祉専門職やややや地域福祉地域福祉地域福祉地域福祉コーディネーターなどコーディネーターなどコーディネーターなどコーディネーターなど地域福祉地域福祉地域福祉地域福祉をををを支支支支えるえるえるえる人人人人づくりづくりづくりづくり

・・・・民生委員民生委員民生委員民生委員・・・・児童委員児童委員児童委員児童委員のののの活動活動活動活動しやすいしやすいしやすいしやすい環境環境環境環境づくりづくりづくりづくり など

安全安全安全安全・・・・安心安心安心安心のののの基盤基盤基盤基盤づくりのづくりのづくりのづくりの推進推進推進推進～多様な福祉サービスの質の向上～

計画計画計画計画のののの進行管理進行管理進行管理進行管理

●●●●地域地域地域地域アクションプランのアクションプランのアクションプランのアクションプランの策定支援策定支援策定支援策定支援のののの体制強化体制強化体制強化体制強化 4,251千円→7,326千円
地域アクションプランの策定と実践活動を支援する県社協の取り組みへの助成

●●●●地域地域地域地域アクションプランのアクションプランのアクションプランのアクションプランの策定策定策定策定とととと実践活動実践活動実践活動実践活動のののの支援支援支援支援 4,586千円→4,202千円
・地域アクションプランの策定研修会等 ２回 1,354千円 → 856千円
・地域アクションプランの策定と実践活動の支援 等 3,232千円 →  3,346千円

●●●●地域包括支援地域包括支援地域包括支援地域包括支援ネットワークシステムのネットワークシステムのネットワークシステムのネットワークシステムの構築構築構築構築 1,739千円
・地域包括支援ネットワークシステム研修会 ２回
・地域包括支援ネットワークシステム推進研究会（活動評価の仕組みづくり）６回

●●●●地域福祉活動地域福祉活動地域福祉活動地域福祉活動のののの気運気運気運気運づくりづくりづくりづくり 7,530千円
地域福祉活動を県民運動にしていくため、支え合い活動などの広報啓発
・地域福祉啓発委託料（TVCM等）

●●●●県地域福祉支援計画県地域福祉支援計画県地域福祉支援計画県地域福祉支援計画のののの進捗管理進捗管理進捗管理進捗管理 359千円
・市町村地域福祉計画及び県地域福祉支援計画の進捗管理

平成平成平成平成２３２３２３２３年度年度年度年度のののの取取取取りりりり組組組組みみみみ

「「「「高知型福祉高知型福祉高知型福祉高知型福祉」」」」のののの実現実現実現実現のためのためのためのため、、、、

●●●●市町村市町村市町村市町村のののの地域地域地域地域アクションプランのアクションプランのアクションプランのアクションプランの策定策定策定策定とととと実践活動実践活動実践活動実践活動のののの促進促進促進促進

※※※※地域地域地域地域アクションプランにアクションプランにアクションプランにアクションプランに地域福祉地域福祉地域福祉地域福祉のののの拠点拠点拠点拠点のののの活動活動活動活動などをなどをなどをなどを位置付位置付位置付位置付けけけけ実実実実
践活動践活動践活動践活動をををを推進推進推進推進していくことがしていくことがしていくことがしていくことが重要重要重要重要

●●●●支支支支ええええ合合合合いいいい活動活動活動活動などになどになどになどに対対対対するするするする県民県民県民県民のののの気運気運気運気運のののの盛盛盛盛りりりり上上上上がりがりがりがり

取取取取りりりり組組組組みのポイントみのポイントみのポイントみのポイント

住み慣れた地域で暮らし続
けるためにどうしたらいい
のかなあ

市町村市町村市町村市町村のののの地域福祉計画地域福祉計画地域福祉計画地域福祉計画とととと市町村社会福祉協議会市町村社会福祉協議会市町村社会福祉協議会市町村社会福祉協議会のののの地域福祉活動計画地域福祉活動計画地域福祉活動計画地域福祉活動計画をををを
「「「「地域地域地域地域アクションプランアクションプランアクションプランアクションプラン」」」」としてとしてとしてとして一体的一体的一体的一体的にににに策定策定策定策定

地域福祉地域福祉地域福祉地域福祉のビジョンづくりのビジョンづくりのビジョンづくりのビジョンづくり

新新新新

新新新新

新新新新

計画計画計画計画のののの進行管理進行管理進行管理進行管理

日本一の健康長寿県構想推進会議日本一の健康長寿県構想推進会議日本一の健康長寿県構想推進会議日本一の健康長寿県構想推進会議
（６月、９月、１２月、２月）

ＰＤＣＡＰＤＣＡＰＤＣＡＰＤＣＡ
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【予算額】H22予算 529,964千円 → H23当初案 515,915千円

、

●本県の人口は全国に先行して人口減少や高齢化が進んでおり、これまで
地域が担ってきた支え合いの力が弱まっています。

・高齢化率は県全体で28.1%、町村部では36.3% (H22年1月住民基本台帳)

・支え合いの力の弱まりを感じる 55.8% (H21県民世論調査)

●本県の中山間地域等では、全国一律の縦割りの福祉サービスの基準では、
子育てや介護、自立支援など多様なニーズがありながらも、それぞれの
サービス利用者が少ないため、サービスが提供されにくい状況となって
います。

現状現状現状現状

小規模多機能支援拠点小規模多機能支援拠点小規模多機能支援拠点小規模多機能支援拠点 ｢｢｢｢あったかふれあいセンターあったかふれあいセンターあったかふれあいセンターあったかふれあいセンター」」」」のののの整備整備整備整備 （（（（ HHHH２１２１２１２１～～～～ ））））取取取取りりりり組組組組みみみみ状況状況状況状況

子どもから高齢者まで年齢や障害の有無
にかかわらず、住み慣れた地域で必要な
サービスを受け安心して暮らせるしくみ
づくり

課題課題課題課題

運転も不安になって
きたけど、店も遠いし、
買物どうするかなぁ…

自宅への引きこもりや
家族へ過重な負担

身近な地域でサービ
スが受けられない

サービス提供事業が
成り立たない

地域外の施設等を利用
都市部に転出など

症状や生活状況の悪化

多種多様かつ
少ロットのニーズ

地域地域地域地域

＜平成２１年度＞
２２市町村、２８ヵ所で実施
新規雇用： ７６人（H22.３月末現在）

＜平成２２年度＞

効 果

<集う>機能を中心に、<交わる>

必須必須必須必須＜集う＞＜集う＞＜集う＞＜集う＞

小規模多機能支援拠点小規模多機能支援拠点小規模多機能支援拠点小規模多機能支援拠点

あったかふれあいセンターあったかふれあいセンターあったかふれあいセンターあったかふれあいセンター

高齢者
障害者

現 状

あったかふれあいセンターの整備促進 মの೨শํतऎॉ 地域福祉政策課

○子どもから高齢者、障害者
＜平成２２年度＞
30市町村、39ヵ所で実施中
新規雇用：１１４人（H22.10月末現在）

運営委員会

地域住民の参画による運営体制地域住民の参画による運営体制地域住民の参画による運営体制地域住民の参画による運営体制

<集う>機能を中心に、<交わる>
<送る><生活支援>など実施

平成21年度より実施

平成2２年度より実施

いろんな機能
あると助かるね

民生委員・児童委員

老人クラブ

ボランティア

地域住民

＜生活支援＞ 配食サービス、買物の代行

＜訪問相談＞ 高齢者世帯等の見守り・声かけ訪問 等

＜預かる＞ 認知症高齢者の一時預かり

＜働く＞ 障害者の就労支援

＜学ぶ＞ 認知症予防教室、健康・介護などの勉強会 等

＜交わる＞ 世代間の交流、地域住民との交流 等

＜送る＞ センター利用のための送迎、外出支援（買物） 等

＜楽しむ＞ 季節ごとのイベント、創作活動、園芸 等

高齢者
元気な高齢者や介護認定者の居場所
生活に不安を感じる方や、閉じこもりが
ちな方の居場所
介護サービスの補完

障害者
日中の居場所
社会参加
就労支援

子ども
学童保育を利用していない小学生の居

場所
放課後・長期休暇中の居場所

その他
引きこもりがちな若者の居場所
乳幼児を連れた母親の居場所

ふるさと雇用再生特別交付金の活用（ふるさと雇用再生特別交付金の活用（ふるさと雇用再生特別交付金の活用（ふるさと雇用再生特別交付金の活用（HHHH２１～２１～２１～２１～HHHH２３）２３）２３）２３）

○子どもから高齢者、障害者
など誰もが利用できる居場
所（集いの場）ができたこ
とで、ニーズの掘り起こし
の場となっている

○世代間の交流などにより、
高齢者の元気づくりや介
護予防、障害者等の社会
参加につながっている

○制度サービスのすき間を
補完するサービスの提供
が行われている

○相談、訪問活動などにより
ちょっとした困りごとなど
生活課題への対応も行われ
てきている
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◆市町村の地域福祉アクションプランに、小規模多機能支援拠点（地域福祉の拠点）の
活動を位置付けた取り組みが必要

・集い機能を中心に、地域の実情にあったサービスの提供

・地域の生活課題に対応した新たな支え合いづくりと実践活動

・見守り活動により要援護者を早期発見し、専門機関等へ繋げるためのネットワークづくり

対策対策対策対策のポイントのポイントのポイントのポイント

あったかふれあいセンターのあったかふれあいセンターのあったかふれあいセンターのあったかふれあいセンターの今後今後今後今後のののの取取取取りりりり組組組組みみみみ

・集いの場の充実に加えて、相談や訪問活
動などをきめ細かく行い、地域課題やニ
ーズを把握し柔軟に対応できる小規模多
機能支援拠点（地域福祉の拠点）として
の活動の充実・強化が必要

・官民協働による運営体制づくりが必要

あったかふれあいセンターのあったかふれあいセンターのあったかふれあいセンターのあったかふれあいセンターの課題課題課題課題

・認知症高齢者の増加
・児童虐待は相談受付、対応件数ともに増加
・自殺死亡者数は、H10以降毎年200人超え

社会的課題社会的課題社会的課題社会的課題社会的課題社会的課題社会的課題社会的課題

・中山間地域の高齢者などの暮らしの確保、
集落機能の維持が大きな課題

中山間地域中山間地域中山間地域中山間地域のののの課題課題課題課題中山間地域中山間地域中山間地域中山間地域のののの課題課題課題課題

小規模多機能支援拠点 （ 地域福祉の拠点 ）

あったかふれあいセンター

・住民参加による地域での見守り、

早期発見、つなぎのネットワーク

・情報収集・情報提供の拠点としての活動

・緊急時の対応のしくみづくり 等

・生活課題に対応した生活支援サービスの

しくみづくりとコーディネート

・ちょっとした困り事（ゴミ出しや電球交換等）

など、支え合いのしくみづくりとコーディ

【【【【地域包括支援ネットワーク地域包括支援ネットワーク地域包括支援ネットワーク地域包括支援ネットワークシステムシステムシステムシステム※※※※地域拠点地域拠点地域拠点地域拠点】】】】 【【【【新たな支え合いの地域拠点新たな支え合いの地域拠点新たな支え合いの地域拠点新たな支え合いの地域拠点】】】】

＜＜＜＜生活支援生活支援生活支援生活支援＞＞＞＞

不足する中山間地域で

の移動手段への対応

独居高齢者等の不安を

取り除くための対応

地地地地
域域域域
福福福福
祉祉祉祉
ココココ
ーーーー
デデデデ
ィィィィ
ネネネネ
ーーーー
タタタタ
ーーーー

新たに基本機能と

して取組を強化

・見守り活動により要援護者を早期発見し、専門機関等へ繋げるためのネットワークづくり

◆地域福祉人材の育成
・地域福祉コーディネーター等、地域福祉の担い手の育成

◆国への制度提案による新たな制度化の実現

・ふるさと雇用再生特別基金終了後(Ｈ24～）の事業継続

住み慣れた地域で、誰もが安全で安心して暮らせる地域づくりを進めていくうえ
で、支援を必要とする高齢者や障害者、児童や悩みを抱えた人や引きこもりの人
などを、早期に発見し市町村や専門機関につなぎ、早期に対応し、的確な支援を
地域全体で行う仕組み。

※※※※地域包括支援地域包括支援地域包括支援地域包括支援ネットワークシステムネットワークシステムネットワークシステムネットワークシステム

１１１１．．．．あったかふれあいセンターあったかふれあいセンターあったかふれあいセンターあったかふれあいセンター事業費事業費事業費事業費 525,429千円 →  507,273千円

○ふるさと雇用再生あったかふれあいセンター事業費補助金
H23予定: 30市町村 40箇所 新規雇用122人

２２２２．．．．あったかふれあいセンターフォローアップあったかふれあいセンターフォローアップあったかふれあいセンターフォローアップあったかふれあいセンターフォローアップ事業費事業費事業費事業費 4,535千円 →      8,642千円

○人材育成の支援

・地域福祉活動実践者（あったか職員等）のスキルアップ研修

・地域福祉コーディネーター養成研修の実施

○あったかふれあいセンター推進協議会の開催、ネットワークづくりと情報交換

○各あったかふれあいセンターの機能や運営の見直し検討、制度サービス活用等移行に
向けた取り組み支援 等

平成平成平成平成２３２３２３２３年度年度年度年度のののの取取取取りりりり組組組組みみみみ

自分達もできる
ことがあるぜよ！

◇ 子どもから高齢者まで、世代を超えてふれあい、支え合う地域コミュニティの
意図的な再構築

◇ 住み慣れた地域で必要なサービスを受け、安心して暮らせるしくみづくり

◇ 中山間地域での雇用の創出

期待される効果
新新新新

・緊急時の対応のしくみづくり 等

※地域包括支援センターなど市町村の

総合相談窓口との連携が不可欠

など、支え合いのしくみづくりとコーディ

ネート

・ふれあいサロン活動などのサポート 等スススス
タタタタ
ッッッッ
フフフフ

運営委員会運営委員会運営委員会運営委員会

老人クラブ
民生委員・児童委員 地域住民

ボランティア
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【ড়ে৩؞ుญ৩ऋણखृघः୭तऎॉ】

【予算額】H22当初 122,497千円 → H23当初案 113,965千円

現状現状現状現状

●児童虐待や高齢者の孤独死、悪徳商法など、地域における課
題は多岐にわたり、民生委員・児童委員の役割がこれまで
以上に重要になっている

●コミュニティの弱体化に加え、民生委員活動への理解・周知
不足等から、活動しにくい環境も

●地区毎の民生委員活動に温度差があり、欠員も生じている

・生活保護、生活福祉資金などのセーフティネットに係る相談援助

・地域見守り協定による民間事業者と連携した安全・安心の見守り活動

・児童虐待等の早期発見や見守り支援

・悩みを抱えた人やひきこもりがちな人の相談支援

課題課題課題課題

〇民生委員・児童委員の定数等（H22.12.1現在）

〇活動

(単位：人)

対策対策対策対策のポイントのポイントのポイントのポイント

新たな期待

民生委員・児童委員の方々民生委員・児童委員の方々民生委員・児童委員の方々民生委員・児童委員の方々に、に、に、に、これまで以上に県や市町村と一体となっこれまで以上に県や市町村と一体となっこれまで以上に県や市町村と一体となっこれまで以上に県や市町村と一体となっ
て活動していただき、て活動していただき、て活動していただき、て活動していただき、2,500人のマンパワーをそれぞれの地域で十分に人のマンパワーをそれぞれの地域で十分に人のマンパワーをそれぞれの地域で十分に人のマンパワーをそれぞれの地域で十分に
発揮して発揮して発揮して発揮していただくこと。いただくこと。いただくこと。いただくこと。

●民生委員・児童委員活動
の住民への周知

●民生委員活動の温度差

●後継者不足

平成平成平成平成２３２３２３２３年度年度年度年度のののの取取取取りりりり組組組組みみみみ

高知型福祉の実現高知型福祉の実現高知型福祉の実現高知型福祉の実現

こどもから高齢者、障害
者などすべての県民が、
共に支え合いながら生き
生きと暮らすことができ
る地域づくりを推進

ともに支え合う地域づくり

高齢者が安心して暮らせる地域づくり

障害者が生き生きと暮らせる地域づくり

次代を担うこども達を守り育てる環境づくり

定数定数定数定数 実数実数実数実数 調整中調整中調整中調整中

高知市以外 1,714 1,677 37

高知市 745 704 41

合計 2,459 2,381 78

ড়ে৩؞ుญ৩ણभౄৰ মभ೨শํतऎॉ 地域福祉政策課

困ったときには
相談してくだ

さいね

活動しやすい活動しやすい活動しやすい活動しやすい
環境づくり環境づくり環境づくり環境づくり

研修の充実研修の充実研修の充実研修の充実

Ｈ２３～Ｈ２３～Ｈ２３～Ｈ２３～

地域見守り協地域見守り協地域見守り協地域見守り協
定の締結と活定の締結と活定の締結と活定の締結と活
動のPR動のPR動のPR動のPR

～Ｈ２１～Ｈ２１～Ｈ２１～Ｈ２１ Ｈ２２Ｈ２２Ｈ２２Ｈ２２

◆H18～ ブロック別研修会の開催（県内5ブロック）

◆活動費助成の拡充

◆H19～ 協定の締結

◆活動ハンドブックの作成 ◆活動ハンドブックの活用

◆H20～ 1年目の新任研修を毎年開催 （任期途中に委嘱された方等）

◆新任研修の拡充（2年目・3年目研修の実施）

◆ハンドブックを活用した研修

◆相談対応研修など内容の充実

【H22】

・高知医療生協

◆民生委員・児童委員と行政、

社協との意見交換会の開催

◆H21～ 県民児連・協定事業者・県との三者会の開催

◆見守り協定ロゴマークの作成 ◆ロゴマークを使用した活動ジャンパーの配布・活用

◆協定事業者の拡充
【H19】

・高知新聞社・高新会

・(株)サンプラザ

・こうち生協

・高知ﾔｸﾙﾄ販売

【H20】

・四国電力（株）

◆協定事業者にロゴマークの

シール・缶バッジ等を配布

【H21】

・県下16JA・中央会

【ড়ে৩؞ుญ৩ऋણखृघः୭तऎॉ】
○ড়ে卑৩・児童卑৩活動厔に対するஃ勱

○ハンドブックを活用した活動
○ড়ে卑৩・児童卑৩धষಉधの勪ৄ卦ఌভの৫ಈ
・地域の高齢者や児童など、支援の必要な人の現状や
ୖ匑をঢ়厂務ঢ়द厗卻するৃतऎॉをষः、৴
体制を強化する。

【ড়ে৩؞ుญ৩पਏなੴૼ؞भಆ੭】
○ড়ে卑৩・児童卑৩を対धした研修のౄৰ・強化
・自殺対策や認知症高齢者など、複雑化する地域のニーズに的確に対応するため、
相談対応研修や活動ハンドブックを活用した研修

・悩みを抱えた人やひきこもりがちな人の相談支援

・災害時要援護者の把握等

・あったかふれあいセンターの運営への参画 等

地域見守り協定や
ハンドブック等があるから
活動しやすくなったね

研修の充実でいろんな
相談に対応できるね

〇取り組み

会長研修

中堅研修（委員2期目以上）

新任研修（1年目・2年目・3年目）

ブロック別研修

・活動ハンドブックを活用し、日々の見守り活動や相談へ
の対応等実践活動に活かせる研修

・相談対応研修や社会的な課題に対する知識の習得

・傾聴ボランティアや認知症キャラバンメイトなど、地域の
ニーズに対応するより具体的な研修への参加
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【背景】
●人口減少と少子高齢化の進展による、福祉・介護サー

ビスに対するニーズが量的に増加するとともに、認知
症や虐待等の複雑で多様なニースに応えていくために
は、サービスの質の高度化を図ることが求められてい
る。

●県民世論では、半数以上の方が、地域での支え合いの
弱まりを感じており、地域での共助や助け合いの再構
築が求められている。

・人口減少と高齢化の進展（H7→H17)
人口 816千人 → 796千人（▲２０千人）
高齢化率 20.6%   → 25.9% （＋5.3％）

・要介護認定者の増加（H14→H26推計）
要介護認定者数 30千人→ 45千人（15千人）

現現現現 状状状状

【予算額】Ｈ２２当初 ０千円 → Ｈ２３当初案 18,864千円

【福祉・介護人材の育成と確保】
・実施機関 高知県社会福祉協議会 福祉人材センター
・職員体制 ７名（職員３名、非常勤２名、臨時１名，派遣１名）
・事業内容

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

45,000

50,000

Ｈ14年 Ｈ17年 Ｈ20年 Ｈ23年 Ｈ26年

30,306

36,502

38,876
42,447

45,791

人人人人

要介護（要支援）認定者数の推移要介護（要支援）認定者数の推移要介護（要支援）認定者数の推移要介護（要支援）認定者数の推移 認知症高齢者の状況（推計）認知症高齢者の状況（推計）認知症高齢者の状況（推計）認知症高齢者の状況（推計）

207,860

212,963

217,160

223,552

232,088

21,026

22,500

23,892

25,074

26,140

200,000

205,000

210,000

215,000

220,000

225,000

230,000

235,000

240,000

H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26

20,000

21,000

22,000

23,000

24,000

25,000

26,000

27,000

第１号被保険者数 認知症高齢者（推計）

（人） （人）

●福祉介護サー
ビスの質的量的
なニーズに対応
する、福祉専門
職の育成が急務

●地域での支え
合いのしくみづ
くりに対応する
地域福祉コー
ディネーターな
どの育成が急務

মの೨শํतऎॉ 地域福祉政策課福祉研修センターの設置
ع福祉੍॑इॊ૿ःুのਛع

要介護認定者数 30千人→ 45千人（15千人）

・児童虐待の高止まり傾向（H16→H21)
通告件数 125件 → 270件 （＋145件）
虐待認定件数 42件 → 155件 （＋113件）

・高齢者虐待の増加（H20→H21）
相談・通報件数 218件 → 204件 （▲14件）
虐待件数 112件 → 118件 （＋ 6件）

・認知症高齢者の増加（H18→H26推計）
認知症高齢者数 21千人 →   26千人（＋５千人）

●求職者への相
談機能の強化と
求人事業所の開
拓や相談支援活
動の強化が必要

兼務職員が人材
確保に専任する
ことで活動を強
化

【福祉・介護従事者の状況】
●福祉・介護の仕事はきつく、収入も少ないというネガ

ティブなイメージがあり、人材確保が厳しい状況にあ
ることから、介護福祉士養成校の定員割れによる若い
人材の参入の減少や離職率が依然として高い状況にあ
る。

・介護職員の資質向上
・多様な人材の参入促進
・介護職員の処遇改善

質の高い安定的
な人材の確保が
必要

●人材育成 （職員1名（兼務）、臨時1名、派遣1名）
主に福祉専門職を対象とした資格取得等の研修の実施

○ケア技術向上研修(介護の基礎技術、身体介護技術、介護応用研
修など）

○認知症高齢者介護職研修（実践者、管理者、リーダーなど）
○障害者相談支援従事者研修（初任者、現任者など）
○介護支援専門員研修（実務、実践、専門研修など）
○心のケアサポーターや難病患者等ホームヘルパー研修、民生委

員・児童委員研修など

※他部門の研修
○社協活動研修、ボランティア・NPO研修
○社会福祉施設等経営実務者専門研修 など

●人材確保 （職員２名、非常勤2名）
福祉・介護の求職者への求人情報の提供や人材を求めている求
人事業所の支援業務など

○福祉人材無料職業紹介業務
○就職説明会やふくし就職フェア、福祉人材のマッチング業務
○労務管理や職員教育等への相談体制業務
○福祉に関する啓発・広報業務

○福祉分野の研
修の体系化

○研修機関とし
て体制を強化し、
総合的に福祉分
野の人材育成が
必要
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２２２２．．．．情報情報情報情報のののの一元化一元化一元化一元化

・研修便覧の発行
・ＨＰによる研修

情報 提供

１１１１－－－－１１１１．．．．体系的体系的体系的体系的なななな研修研修研修研修のののの提供提供提供提供
Ⅱ 情報発信機能

Ⅰ 研修機能

福祉福祉福祉福祉サービスサービスサービスサービス専門職専門職専門職専門職

・・・・制度研修制度研修制度研修制度研修((((資格取得等資格取得等資格取得等資格取得等))))
18コース 125日 2,075名(H21)

→ 19コース 予定(H23)

・ケア・ケア・ケア・ケア技術研修技術研修技術研修技術研修

地域活動地域活動地域活動地域活動リーダーリーダーリーダーリーダー

・・・・民生委員民生委員民生委員民生委員・・・・児童委員児童委員児童委員児童委員
研修研修研修研修

・・・・NPONPONPONPO研修研修研修研修
・ボランティア・ボランティア・ボランティア・ボランティア活動活動活動活動

推進研修推進研修推進研修推進研修
・・・・県民介護講座県民介護講座県民介護講座県民介護講座 などなどなどなど

地域支援専門職地域支援専門職地域支援専門職地域支援専門職

・・・・地域福祉地域福祉地域福祉地域福祉コーディコーディコーディコーディ
ネーターネーターネーターネーター養成研修養成研修養成研修養成研修
→ 1コース 予定(H23)

・地域福祉基本研修
・実践者研修など

・・・・階層別研修階層別研修階層別研修階層別研修
7コース 19日 902名(H21)
→ 11コース 予定(H23)

・新任研修
・中堅研修
・指導職・部門管理職

研修
（ﾁｰﾑﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ研修 等)

・経営職・管理職研修
（福祉経営講座、

人事管理研修 等）拡

新

新

●高知県社会福祉協議会に福祉研修センターを設置 体制：職員2名、非常勤１名
●福祉分野の研修を体系化して、他部門との連携により、研修プログラム開発や講師の選任を行い、福祉専門職と地域福祉の担い手の

育成をこれまで以上に進める。

平成平成平成平成２３２３２３２３年度年度年度年度のののの取取取取りりりり組組組組みみみみ
新新新新

福祉職場、福祉人材を
対象とした研修を一元
化し、計画的な人材育
成を進める。

地域の福祉力を向上さ
せ、地域活動を牽引す

地域支援ワーカー研修
修了者を対象に研修を
実施

介護支援専門員の更新研
修などの資格取得や福祉
サービス専門職の段階に
応じたキャリアアップ研
修を実施。

福祉研修福祉研修福祉研修福祉研修センターセンターセンターセンター
地域の福祉力の向上福祉サービスの質の向上

拡

新

新

新

３３３３．．．．ネットワークネットワークネットワークネットワーク
づくりによるづくりによるづくりによるづくりによる
質質質質のののの向上向上向上向上

・各業種別団体等
とのネットワー
ク会議の開催

・連携・協働に
よる研修の開催

Ⅲ ﾈｯﾄﾜｰｸ機能

・ケア・ケア・ケア・ケア技術研修技術研修技術研修技術研修
2コース 17日 478名(H21)
→ 5コース 予定(H23)

・ケア・ケア・ケア・ケア課題別研修課題別研修課題別研修課題別研修
5コース 7日 421名(H21)
→ 7コース 予定(H23)

・テーマ・テーマ・テーマ・テーマ別研修別研修別研修別研修
→ 4コース 予定(H23)

などなどなどなど

１１１１－－－－２２２２．．．．職場研修職場研修職場研修職場研修のののの
推進推進推進推進

・研修指導者、講師の
育成

・事業所連携による研
修の支援

・・・・地域福祉活動実践者地域福祉活動実践者地域福祉活動実践者地域福祉活動実践者
スキルアップスキルアップスキルアップスキルアップ研修研修研修研修
→ 1コース 予定(H23)

・心のケアサポーター
・子育て支援
・障害害者支援など

・・・・地域支援地域支援地域支援地域支援ワーカーワーカーワーカーワーカー
研修研修研修研修
→ 1コース 予定(H23)

などなどなどなど

人事管理研修 等）

・経営実務研修経営実務研修経営実務研修経営実務研修
4コース 6日 135名(H21)

→ 6コース 予定(H23)

・新会計基準研修
・税務研修
・労務管理研修 等

新

新

拡

拡

新

新

成を進める。

福祉人材を対象とした
研修を実施している機
関が集まり、連携・協
働した研修等を実施

せ、地域活動を牽引す
るリーダー等を育成す
るための研修を実施

職場内の研修体制を構
築するため、職員と講
師の派遣や、職場内研
修指導者の養成を行う。

多様な専門職が連携し
て地域福祉活動の事例
通じた研修を実施

住民からの相談に対応
するために必要なスキ
ルアップ研修を実施

介護技術の基本研修から
介護専門研修までステッ
プアップによる知識・技
術を修得する。

認知症基礎研修や高齢
・障害者虐待防止研修な
ど課題への対応方法を習
得する。

子育てや発達障害、児童
虐待などのテーマに応じ
た知識・技術を習得する。

新任職員、中堅職員、
指導職員、管理職、経
営職などのそれぞれの
階層ごとに求められる
役割や知識を習得する。

組織経営に不可欠な会
計、税務、労務管理の
知識・技術を習得する。

新

新

新
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日মの健康শํ県づくり 障害保健福祉課自殺・うつ病対策の推進
【予算額】H22当初 51,778千円 →  H23当初案 74,868千円

H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28
うつ病等精神
疾患の早期発
ৄ・早期匮
の体制づくり
多重債務の相
談機関との連
携した取組

うつ病の早期
発ৄ・早期匮
の体制づく
り

中

高

ফ

65
歳

高

齢

30
ع
64
歳

多重債務相談と心の健康の合同相談会の開催

H20/H21で受講者170人（実績）
H22عH24 200人×３ফ（ৄ匸）

H２３ع 一ಹ診科医と精神科医の
相互交及研修会を開催

現 状

思
春
期 ※ઓஐ精神ႈ೩対応ৡ向上研修20歳

未満

1%

20-29

歳
5%

30-39

歳
16%

40-49

歳
12%

50-59

歳
21%

60-64

歳
12%

65歳

以上

33%

自殺者のফ代別
（平成２１ফ）

参考:ௐ生労働匚
人口動態統計
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自殺死ಝ者数のফ次推移人
自殺死亡率
全国第15位

新

今後の取り組み

※かかりつけ医から精
神科医への紹介システ

●県内では、平成10ফ以ఋ、ফ200人以上が自殺で亡くなっています。
この数は、交通事故による死亡者の4倍近くにのぼり、その7割を男性が
占めています。

※かかりつけ医うつ病
対応ৡ向上研修

※ੳ知ষ১
研修新

拡

男
性

女
性

※H21.10月末225人、H22.10月末184人で41人減（警察庁）

人口動態統計

自殺死亡率
全国第５位

※は、次ページに事業の概要を掲載

※ઇ育ಉ関係者心のケア対応ৡ向上研修

新 ※ઓஐ精神ႈ೩対応ৡ向上研修

高齢者と厪୧
介護者に対す
る支援

相談支援体制
の充実・強化

自殺未遂者及
び自死遺族に
対する支援

普及啓発の促
進

その他

歳
以
上

齢

者

全

世

代

紹介システムの段階的な実施

※高齢者や家族の心の健康相談に対応するサポーターの養成

ফ100人ங২

※いのちの電話の24時間化に向けた支援

※傾聴ボランティアの養成

相談員の養成
H21まで25人 → H22عফ50人

ফ100人ங২
（H21実績101人）

自死遺族の分かち合いの会

自殺未遂者の心৶的ケアと家族のৄஹりに対する支援

シンポジウム、パンフレット、マスメディア活用等による普及啓発

●自殺の主な原因は、①健康問題（37.7%）②経済・生活問題（21.7%）
③家庭問題（16.1％）
・健康問題では、精神疾患によるものが多く、全原因動機別件数の24.5%
・経済・生活問題では、負債によるものが多く、全原因動機別件数の9.2%

●うつ病の早期発ৄ・早期匮及び匁しい知の普及啓発

課 題

・平成２１ফに自殺者が匲匎し、特にফಽや高齢者に匲えたことを౷まえ
て重点的な取り組みを進めていく

◆ফ৻に応गた取り組みのയ進、્にうつ病対策の強化をା実に進める
◆相談窓口につなげる取り組みの強化

24時間化(H27ع)

平成23ফ২の取り組み

神科医への紹介システ
ムの構築（H22）

公募により5団体まで（上限100万円）
H22ৄ匸み4؟団体

【うつ病対策の強化】
●思春期精神疾患対応ৡ向上研修
●認知ষ動法研修新新新新

うつ病は、ৄ厢ごす
ことのできない重要

な病気です

※自殺予防情報センターを中心としたネットワークの強化

ড়間団体の取組に
対する支援

拡
充

拡
充

●高知県の自য়支援医（精神通医）ਭஔ者のうちႈ病が「ਞী障害
（躁うつ病）」の方は、平成22ফ3月末で1,794人となっており、
平成13ফ3月末の489人と比べて、3.7倍と大きく増加しています。

拡
充
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相談（電話、面接）
関係機関のネットワークづくり

・相談者の悩み、困りごとに的確に対応できる関係機関への紹介
→具体的に相談機関から「つないだ人」の「相談結果」が把握

できるシステムの構築
・自殺対策に関わる関係機関への情報提供
・自殺予防関係機関連絡調整会議の開催

人材の育成
・市町村、保健所職員をはじめ自殺対策に関わる相談機関など

の職員を対象にした研修
・地域で活動する傾聴ボランティアの養成

うつ病対策
・専門相談

いのちの電話の２４時間化に向けた支援

ମ近な相談窓口の充実・強化ع県ড়のମ近な相談窓口として自殺・うつ病のฎみ、相談がいつでुਭけらोる৬を整備していきますع

自殺予防情報センター 高知いのちの電話

拡
充

役 割役 割

相談時間 （ফ末ফ始く）００؟２１ع００؟ڵ

12/29~1/3
ڬڬ؟５ڭعڬڬ؟ڬڭ
電話相談対応

現 状現 状 いのちの電話は、県内唯一、ボランティア活動で自殺予
防の電話相談をষढているড়間団体（ۄۅۃ法人）です

平成11ফ2月
開局しました

自殺・うつ病対策の主な取り組み

平成21年5月、精神

保健福祉センター内
に開設

平成22ফのফ末ফ始から
３６５日の電話相談対応開始
平成22ফのফ末ফ始から
３６５日の電話相談対応開始

相談件数（月平均）
H21ফ২ 513件(46件)
H22 (9月末まで) 482件(80件)

相談環境 平成２２ফڲ月事務所移厷
→ 相談員が安心して電話を受けられる安全な環境

相談時間をభশするための相談員の確保が困
課 題課 題

新たに

自殺予防情報センターを中心とした
ネットワークの強化

ড়生卑員

弁護士会
司法書士会

消費生活
センター

医 

福祉保健所

市町村

警 察

ড়間団体

学 校

労働局
産業保健

自殺予防
情報センター

・専門相談
・うつ病の早期発ৄ・早期匮についての

普及啓発

心৶学の知ৄがँり
心の悩みに対応でき

る心৶職のଦ置
（Ｈ２２ع）☎4506-821-088

Ｈ２１ফ Ｈ２２ফ Ｈ２３ফ Ｈ２４ফ Ｈ２５ফ Ｈ２ڲফ Ｈ２７ফ

相談環境の整備
通話録音装置などの備品整備

相談員の確保に対する支援
８０人から１５０人体制へ【実働】

相談員の資質向上やフォローアップ研修への支援

相談員をফ５０人養成

相談時間ڵ時２１ع時 相談時間のభশ

相談時間の
２４時間化（目標）

☎088-
824-6300

相談時間の２４時間化

24時間化に向けたスケジュール24時間化に向けたスケジュール

相談員養成定員を３０人相談員養成定員を３０人
から５０人に拡大 365日の電話相談対応

関係機関の紹介

「相談結果」の報告

紹介システム紹介システム

相談件数（月平均）
H20 4,911件(409件)
H21 6,498件(541件)
H22 (9月末まで) 6,419件(713件)

H22 (9月末まで) 482件(80件) 相談時間をభশするための相談員の確保が困
仮眠室、夜間の出入りが可能な環境
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かかりつけ医から精神科医への紹介システムの構築
うつ病患者の身体症状（特に勘眠）に着目し、一ಹ診科の勭来を受診
した人の中から、うつ病の可能性のँる人を早期に発ৄし、専門医につ
なぐ紹介システムを構築

一ಹ診科（内科等かかりつけ医師）

診


うつ病対策の強化 عମ近なୠで௧的な相談がਭけらोる৬を整備していきますع

平成２２ফ২ٹ
かかりつけ医から精神科医につなぐため、紹介する対象者の範囲や
紹介匪の医機関、紹介方法等について匴ୈ → モデル的に実施

平成２３ফ২ٹ
システムの段階的な実施
医機関間の診匞ৡ体制の構築

紹介システム【イメージ】

自殺・うつ病対策の主な取り組み

医医

うつ病の൧・ૼの向上をる
ੳ知ষ১研修（２４ڽع２３ڽ）新

うつ病の匮に卻性が単औれている認知ষ動法の普及をる
【対象者】精神医にజ事する医師、่護師、心৶士等

拡
充

出来事 認知・思考

ੳ知ষ১とは －認知とষ動にඳ点をँてながら進めていく心৶法ٕ
出来事や勭のඵౕをどのようにኇえるか（認知）・考えるか（思考）によढて、
厤情やষ動は厭わります。
認知・思考のパターンを厭えることによढて、問題となढている厤情やষ動を修匁
します。

前向きな気匛ち・ষ動

ઇ育ಉ関係者心のケア対応ৡ向上研修（ڴ２ڽع２３ڽ）新

ষ 動
バランスのとれ
た考え方と、前
向きなষ動を身
につけていきま
す。౯定的な気匛ち・ষ動

新

ి卲なうつ病診の知・技術及び専門の医師との連携方法等のಆ千に
より、うつ病の早期発ৄ・早期匮をる

（Ｈ20・Ｈ21）受講者１７０人（実績）
（Ｈ22~Ｈ24）２００人×３ফ（ৄ匸）

かかりつけ医へのうつ病対応ৡ向上研修の実施（２４ڽعڬ２ڽ）

うつ病の可能性を考慮（継続する勘眠かをॳख़ッॡ）



２週間以上継続
又は

睡眠薬を投与しても果が勘厝分

２週間以上の継続なし

精神科・心内科の医機関

紹
介
・
予
約

うつ病の身体症状
ਂ༒、⌾ဵ厤、୫ඟ勘ஷ、めまい等

睡眠薬の投与

特に着目

睡眠薬の投与
の前に・・

診
断
技
術
の
向
上

高齢者や家族の心の健康相談に対応する
こころのケアサポーターの養成

高齢者に日ଞ的に接しているケアマネジャー等を対象にうつ病についての匁しい知
と傾聴の技法を学॒だ「ここौのケア१ポーター」を養成し、高齢者や厪୧介護者の
心の健康づくりと、うつ病の早期発ৄにつなऑる
【対象者】介護のケアマネジャー、ホームヘルパー、

地域包括支援センター職員など
平成2228عফ২で700人養成

【対象者】かかりつけ医（内科医、産婦人科医等）

医
師
相
互
交
及
研
修
会

医
師
相
互
交
及
研
修
会

傾聴ボランティアの養成
ひとり暮らしの高齢者や悩みを抱える人の話を身近で聴く、傾聴ボランティアを養成し、
地域での心の健康づくりをすすめる

【対象者】ড়生卑員、児童卑員など
平成2128عফ২で800人養成
H21 受講者101人(実績)

認知ষ動法研修ٷ

診

技
術
の
向
上

ઇ育ಉ関係者心のケア対応ৡ向上研修（ڴ２ڽع２３ڽ）

ઓஐ精神ႈ೩対応ৡ向上研修（ڴ２ڽع２３ڽ）新

新
児童生徒と接する機会が多い学校関係者等を対象に、うつ病をはじめ精神疾患に関する
匼ຊ知や対応方法を学व研修をষい、早期発ৄ・早期匮をる

【対象者】学校関係者（養護教諭等）

思春期精神疾患の早期発ৄ・対応に厧要かつి卲な診の知・技術及び精神科
等の専門の医師との連携方法等のಆ千により、思春期精神疾患の早期発ৄ・早期
匮をる 【対象者】かかりつけ医（小児科医や内科医等）

それぞれ
平成2328عফ২で300人受講
50人×6ফ間ٙ300人

新
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⽇本⼀の健康⻑寿県づくり 障害保健福祉課ひきこもり⾃⽴⽀援対策の推進

平成23年度の取り組み課 題現 状
【予算額】H22当初 6,074千円 →  H23当初案 6,15２千円

【【居場所づくり】】
●圏域毎の集いの場の開設
・⾼知市：障害者地域活動⽀援センターにおける若者サ

ポート事業
・⿊潮町：幡多圏域の親の会による本⼈の居場所及び家

族 交流 場 活

拡●ひきこもり状態にある⼈の正確な⼈数は、明らかではないが、
不登校や若年無業者の調査結果にあるように、⼦どもから成⼈ま
で⽀援が必要な多くの⽅が、地域の中で⽣活をされている実態が
ある。

255⼈775⼈

15〜34歳の
ひきこもり状
態の⼈を含む

精神疾患
発達障害

①保健福祉、医療、教育、就労等の各
関係機関が連携できる、ネットワーク
づくり
②関係機関の相談員等専⾨職員の知識
や⽀援技術の向上

族の交流の場の活⽤

【【個別⽀援の充実】】
●精神疾患等で⻑期間ひきこもり状態にある⼈に対し、

多職種チームによるアウトリーチの体制を整備する。不登校・
ひきこもり
⾼校⽣

若年無業者（ニート）
１５〜３４歳の
⾮労働⼒⼈⼝
家事も通学もして
いない者

ひきこもり
３５歳〜

255⼈
平成21年
度公⽴⾼
校の不登
校⽣徒数

775⼈
(⼩156⼈・
中619⼈)

平成21年度に
おける公⽴⼩
中学校の不登
校児童⽣徒数

③ひきこもり本⼈、家族が孤⽴せず、
社会とつながるための居場所づくり
④⻑期間ひきこもり状態にある⼈の回
復を促す個別の⽀援が必要

⑤ひきこもり本⼈や家族に必要な情報ひきこもり地域⽀援セン

未調査

今後の取り組み

不登校・
ひきこもり
⼩・中学⽣

⾼校⽣
若年無業者
3,200⼈
（平成17
国勢調査）
・出現率は
全国2位

⑤ひきこもり本⼈や家族に必要な情報
提供と正しい理解の普及啓発 ひきこもりの状況に応じた⽀援の４段階ひきこもりの状況に応じた⽀援の４段階

家族へ
のアプ
ローチ

本⼈へ
のアプ
ローチ

集団の
場への
参加

段階的
社会参加

家族相談
家族会

本⼈相談
訪問サ
ポート

居場所 社会体験
活動

10

20

30

40
ひきこもり地域⽀援セン
ターの相談件数(⽉平均)

２２．７

３５．３

今後の取り組み
H21 H22 H23 H24 H25～

①ひきこもり地域⽀援
センターを中⼼とした
相談機関のネットワー
クの構築・強化

関係機関連絡会議、事例検討会

ひきこもり群の推計値
◆H22年7⽉に公表された内閣府の若者の
意識に関する調査（ひきこもり調査）結果

H23年度末までに全ての
市町村の保健師、地域活
動⽀援センターの職員等
に対する養成研修を実施

対象となる⽅の状況に応じた⽀援を 的確に⾏います

調査 全国の
本 県結果 推計値

0

10

平成21年度平成22年度

9月末現在

②⼈材育成

③居場所づくり

ひきこもり対策担当者⼈材養成研修会（H21〜）・基礎講座（H22〜）

家族サロンの開催

ひきこもり本⼈が集い活動できる場の整備
活動内容：料理、室内スポーツなど

圏域毎の集い
の場の開設

精神保健福祉センター
内 、週１回

⻘年期の集い(精神保健福祉センター
内) H22 9⽉から⽉４回に回数増

拡

本 県結果 推計値
(万⼈) 

ふだんは家にいるが、⾃分
の趣味に関する⽤事の時だ
け外出する

1.19% 46 準ひきこもり
２，５３９⼈

ふだんは家にいるが、近所
のコンビニなどにはでかけ
る

0.40% 15.3 狭義の
ひきこもり ８６１⼈

④個別⽀援の充実

⑤普及啓発の促進

家庭訪問等によるひきこもり本⼈・家族の⽀援

◆ひきこもりミニガイドブック、ひきこもり社会資源集
の作成・配布（H23）

◆ひきこもり⽀援普及啓発地域研修会（H22〜）

内) H22.9⽉から⽉４回に回数増る
⾃室からは出るが、家から
は出ない 0.09% 3.5 １，３１３

⼈ １９４⼈

⾃室からほとんど出ない 0.12% 4.7 ２５８⼈

合 計 1.79% 69.6 広義のひきこもり
３，８５２⼈
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【地域生活定着支援センターの設置】
●福祉による支援を必要とする矯正施設退所者に対し支援をষう७থ
ターを設置（1ヶ所）

【地域生活定着支援センターによる支援】
●コーディネート業務
・保護観察所からの依頼に基づき、対象者の福祉サービスの確認、
受入施設等のあっせんや福祉サービス等に係る申請支援等を実施

●フォローアップ業務
・矯正施設退所者の受入施設等に対する本人の処遇、福祉サービス等
の匏৷に関する助言

○矯正施設入所中に、退所
ෟに福祉サービスにण
なぐための支援ができてい
ない
○福祉による支援を受ける
ことができないまま出所し、
地域で生活できないため、
卭ल犯罪を犯し卭২入所

【福祉の支援が必要な矯正施設退所
者の現状】
〔全国〕

○親族等の受入先がない
満期釈放者約7200人طফ
うち高齢又は障害者：約1000人طফ

（Ｈ18法務匚厣厌調査）
○満期釈放者のڱফ以内の刑務所卭入所厾
高齢者＝約70％、64歳以下＝約60％

（法務匚厣厌調査）
○知的障害者等の犯罪動機
トップは困窮・生活苦（約37％)

取り組み課 題現 状

業務内容

【予算額】H22当初 0千円 →  H23当初案 16,864千円

মの೨শํ県तऎり 地域福祉政策課地域生活定着支援事業新新新新

の匏৷に関する助言

●相談支援業務
・矯正施設退所者の福祉サービス等の匏৷に関して、本人または、
その関係者からの相談に応じて、助言その他必要な支援を実施

トップは困窮・生活苦（約37％)
(Ｈ18法務匚厣厌調査)

〔高知県〕

○高知刑務所全入所者数：464名
うち高齢又は障害者：124名
うち受入先がない者：2名

（Ｈ22.10高知刑務所調査）
○H21ফ২の退所者で高齢又は障害者で
受入先がなかった者：10名

（高知刑務所調査）

連絡・調整
（県内刑務所に入所中の者が他県内に帰住を希望する場合）

高知保護観察所
①事前調整

生活環境調整

（保護観察所と連携）

生活環境調整षのੈৡ
（コーディネート業務）

（公募のうえ社会福祉法人、ＮＰＯ等に運営委託）

高知刑務所（矯正施設） ②受入先調整
（県内に帰住する場合）

福祉事務所
市町村

ハローワーク

精神保健
福祉センター

福祉施設
福祉事業者

地域包括支援
センター

障害相談支援
事業者

身体障害者・
知的障害者
更生相談所

社会福
祉協議会

更生保護施設

県内市町村

＜他県地域生活定着支援センター＞

取り組みのイメージ

再犯
リスク大
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